【民主党要請】

　2011年11月28日15時30分から民主党（幹事長、政調会長）への要請を行った（幹事長、政調会長への要請内容は同じ）。自治労からは、澤田副委員長、南部総合政治政策局長、中平政策局長、松本公務員制度改革対策室長が参加した。民主党は、樽床幹事長代行（兼職：政調会長代行）、池口企業団体対策委員長が対応した。

　冒頭、澤田副委員長、南部総合局長、松本室長が「2012年度予算編成においては、東日本大震災からの復旧・復興、地方財政の充実、地方分権に対応した税財政制度の抜本改革、社会保障政策の拡充をお願いしたい。国・地方が、総力をあげて被災地の迅速な復興に取り組むためにも、地方交付税の総額を確保し、東日本大震災の復旧・復興に要する地方負担分は、通常の予算とは別に計上をお願いしたい。また、地方公務員の総人件費抑制政策の見直しが必要。国家公務員制度改革関連4法案の臨時国会での成立に向けて、与党のご努力をお願いしたい。あわせて、消防の団結権付与についても要請する」と述べ、「2012年度政府予算編成に関する要請書」を提出した。

　これに対し、樽床幹事長代行から、「要請の主旨は、概ね理解している。国家公務員制度改革4法案については、とにかく一体という中でやる」と回答した。また、池口委員長は、「自民党は、労働基本権なく人事院勧告を完全実施すべきと主張しているが、言っていることが矛盾している。基本権なしに給与を削減するのは問題である」と回答した。

　続いて、南部総合局長から、「地方公務員の人件費については、国公の給与削減率を地公に連動すべきという意見も出ているが、地方はこれまで独自に歳出カットしてきており、行政サービス水準の向上のためにも、地方公務員の総人件費抑制を行わないよう強くお願いしたい。地方交付税の総額確保については、強く要請する」と述べたところ、池口委員長から、「地方公務員の給与にも自動的に削減を反映するというのはありえないと考える。交付税の総額確保は、理解する」と回答した。

最後に、澤田副委員長から、「被災地からは、復旧・復興について、予算措置等の要請がきている。迅速な対応を強くお願いする」と要請し、樽床幹事長代行から「ご要望について、了解した。しっかりと検討する」との回答を受け、要請を終了した。

【社民党要請】

2011年11月22日16時から社民党への要請を行った。自治労側は、荻野副委員長、鈴木衛生医療局長が参加した。社民党は、重野幹事長、阿部政審会長、照屋国対委員長が対応した。

自治労側からは、地方財政の充実や地方公務員の総人件費の抑制の見直しや介護職員の処遇改善のための予算確保などについて、社民党の協力を要請した。阿部政審会長からは「税と社会保障の議論では、地方への配分が見えない。地方への配分について検討すべき」との考えが示された。また、重野幹事長からは「国家公務員の賃金特例法案と公務員制度改革４法案は同時に成立させるべき。また、被災地の支援については、地元でお金が循環するよう地元重視の雇用対策が必要だ」との見解が示された。

【国民新党要請】

　2011年11月21日、国民新党に2012年度政府予算編成に関する要請行動を実施した。自治労からは荒金副委員長、中平政策局長が、国民新党からは斎藤事務局長が参加した。

　冒頭、荒金副委員長から要請書が手渡され、中平政策局長から東日本大震災に関わる地方自治体の置かれている現状と問題点についての説明や、復旧・復興に向けた地方財政の充実についての協力要請がなされた。

　これに対し、斉藤事務局長は「党として各種法案審議にも積極的に関与していきたいと考えている。連合とは政策協定を結んでおり、要請事項への協力は惜しまない。地方公務員が復旧・復興に尽力されているのは承知しており、今後も自治労等と地方財政の充実に向けて連携していきたい」と述べた。

　最後に荒金副委員長から「この間の人員削減により、自治体は疲弊している。今後も人件費総額確保への取り組み協力をお願いしたい」と述べ、この日の要請を終えた。

【公明党要請】

　2011年11月22日、公明党に2012年度政府予算編成に関する要請行動を実施した。自治労からは荒金副委員長、中平政策局長、柳澤連帯活動局長が、公明党からは東福代表、石井政調会長、佐藤労働局長が参加した。

　冒頭、荒金副委員長から要請書が手渡され、中平政策局長から東日本大震災被災自治体の置かれている状況と、人員削減により自治体が疲弊している現状などについての説明や、復旧・復興に向けた地方財政の充実についての協力要請がなされた。

　その後地方財政の充実強化や地方公務員の総人件費確保、被災地の復旧・復興についての意見交換が行われ、この日の要請を終えた。

【内閣府防災担当要請】

　2011年11月29日13時から復興担当大臣要請を行った。自治労からは、荒金副委員長、南部総合政治政策局長、柳沢国民運動局長、伊藤政治局長が参加した。内閣府は、後藤副大臣が対応した。また、大串政務官が同席した。

　冒頭、荒金副委員長、南部総合局長が「2012年度予算編成においては、被災住民や復旧業務に携わる人々が安心して生活し円滑に活動できるよう、被災地の復興・復旧等に関する予算の拡大をお願いしたい。被災3県からは、復旧・復興に向けた財政支援として、一括交付金制度の創設や職員に対する内部被ばく検査等の財政措置などの要請がされており、予算措置等を講じて頂くようお願いしたい」と述べ、「2012年度政府予算編成に関する要請書」を提出した。

　これに対し、後藤副大臣から、「第3次補正予算が成立したところ。復旧・復興事業を実施する場合、要する費用の財源確保が前提となる。医療サービスについては、第1次～3次補正予算で大枠は対応できている。3次補正では、1兆5,612億円の東日本大震災復興交付金を創設した。各自治体においては、復興計画に基づき、ハード事業、ソフト事業を組み合わせて活用いただきたい。3次補正は復興債が財源となり、自公との協議の中で償還期間が25年になった。たばこ税の増税も合意ができなかったように、必要な財源をどのように確保するかが課題となる。各自治体から復興計画が出された時に、何が必要な事業なのか、財源をどうするのか、国民的な合意が必要になる。自治労にも、財源をどうするか、ぜひ検討いただきたい。連合との定期協議の中でも、事業と予算は表裏の関係であり、どのような事業が必要なのか考えてほしいという話をしている。放射能除染の費用については、東京電力の賠償との関係もあり、政府内で整理ができていない。財源確保にできるだけ努力するが、財源不足が生じたときの合意形成をどうするかが課題だ」と回答した。

　続いて、南部総合局長から、「自治労は、被災地に対し、のべ23,000人もの支援活動を行ってきた。被災地の痛みは、自治労組合員に伝わっている。社会保障費が増大する中での財源確保に、知恵を絞らなければならないと考えている。被災自治体とどのように連携していくかが鍵である」と述べたところ、後藤副大臣から、「課題の解決には、皆さんの知恵と力が必要となる。今後も、課題解決のアイデアを具体的に提起いただきたい」と回答した。

最後に、荒金副委員長から、「来年度の固定資産税評価替えで、被災地に派遣している職員を戻してほしいという声が自治体から上がっている。戻すとなると被災自治体にとって、打撃が大きい。復旧・復興に必要な人材の確保をお願いしたい」と要請し、後藤副大臣から「被災地への人的支援については、国公・県・市・民間・ＯＢなど、数千人規模でできる枠組みを検討している。ご要望について、理解した。しっかりと検討し、可能な限り対応したい」との回答を受け、要請を終了した。

【全国知事会要請】

　自治労は2011年12月6日、全国知事会に2012年度政府予算編成に関する要請行動を実施した。自治労からは南部総合政治政策局長、中平政策局長が、全国知事会からは杉原調査第一部長、鶴島調査第一部副部長、小野調査第二部副部長が参加した。

　冒頭、南部総合政治政策局長から要請書が手渡され、中平政策局長から東日本大震災に関わる地方自治体の置かれている現状と問題点についての説明や地方財政の充実、行政サービス水準の向上のための総人件費の確保に向けた協力要請がなされた。

　これに対し、杉原調査第一部長は「基本的には自治労と同じ認識だ。震災当初から取り巻く諸課題について政府に要望をしてきている。地方交付税についても震災の影響が出るのは来年以降であり、非常に厳しい状態になっている。地方公務員はこれまで各自治体において独自の賃金カットを行っており、国家公務員と同様の措置をとれば公務員だけでなく、地方が疲弊してしまう。今後も自治労の協力も得ながら連携して取り組んでいきたい」と述べた。

　最後に南部総合政治政策局長から「この間の人員削減により、自治体は疲弊している。復興支援活動を行いたくても人員が足りないため、十分な人的支援ができないのが現状であり、今後も取り組み協力をお願いしたい」と述べ、この日の要請を終えた。

【全国町村会要請】

　自治労は2011年12月6日、全国町村会に2012年度政府予算編成に関する要請行動を実施した。自治労からは南部総合政治政策局長、中平政策局長が、全国町村会からは久保行政部長、直江行政部副部長、小川財政部副部長が参加した。

　冒頭、南部総合政治政策局長から要請書が手渡され、中平政策局長から東日本大震災に関わる地方自治体の置かれている現状と問題点についての説明や地方財政の充実、行政サービス水準向上のための総人件費確保に向けた協力要請がなされた。

　これに対し、久保行政部長は「基本的には自治労と同調する立場にあり、全国町村会大会において被災町村長より報告を受け特別決議の採択を行い、政府要請も行っている。被災地の復興を含めた行政水準向上には税源移譲などの施策が必要であり、震災に起因して来年度予算が厳しいなかではあるが、しっかりと予算確保に向けた取り組みを自治労とともに行っていきたい」と述べた。

　最後に南部総合政治政策局長から再度の取り組み要請を行い、この日の要請を終えた。

